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Chain Base Pte. Ltd.との基本合意に関するお知らせ 

 

当社及び当社子会社である LT Game Japan株式会社（以下「LTJ社」といいます。）は、LTJ社が開発・製

造したカジノ用ゲーミングマシンの販売並びに当社グループが進めるピクセルカジノプラットフォームの利

用について、業務提携先である Chain Base Pte. Ltd.（以下「CB社」といいます。）との間で、基本合意い

たしましたので、お知らせいたします。 

 

1. 本基本合意について 

当社子会社である LTJ 社は、日本独自のコンテンツやアミューズメント機器開発の技術等、日本の

ものづくり技術を取り入れた次世代型カジノ用ゲーミングマシンの企画、開発、製造、販売を行って

おります。また、LTJ社初となる他社 IPを使用したカジノ用ゲーミングマシン『TEKKENTM VIDEO SLOT』

を開発し、先日までマカオで開催されておりました「MGSエンターテイメントショー2018」に出展し、

カジノ事業者や関連業界、来場者から高い評価を受け最優秀テーマ賞を受賞いたしました。 

CB 社は、『カジノ×ブロックチェーン』をテーマにオンライン・ランドベースカジノ向けのブロッ

クチェーンエコシステムである「NEVULAプロジェクト（以下、「NVLPJ」といいます。）」の事業化に取

り組んでおります。 

CB 社との基本合意は、NVLPJ における取組みの一つであるカジノ用ゲーミングマシンのレベニュー

シェアによる安定収益の獲得のために、NVLPJを通じて LTJ社が開発・製造する『TEKKENTM VIDEO SLOT』

をはじめとするカジノ用ゲーミングマシンを購入していただくこと、当社グループが進めるピクセル

カジノプラットフォームへのプラットフォーム利用者（※）として参画していただくことに関する合

意となっております。当社グループは NVLPJ の普及に伴い LTJ社のカジノ用ゲーミングマシンのシェ

ア拡大及びピクセルカジノプラットフォームの普及に繋がるものと想定しております。なお、NVLPJ

は既に 8 つの国・地域において、カジノ施設及びオフィシャルジャンケット等と提携しており、今後

普及していくものと想定しております。 

今後、LTJ社と CB社は、カジノ用ゲーミングマシンの購入規模、期間等の具体的な契約内容を取り

決め販売基本契約の締結を予定しております。また、ピクセルカジノプラットフォームに関しても、

具体的な契約内容を取り決めた契約の締結を予定しております。 

 

※平成 30年 3月 22日付「（仮称）ピクセルマイニングプラットフォーム及び（仮称）ピクセルカジノ

プラットフォームの構築に向けた検討の開始に関するお知らせ」にて公表した、イメージ図をご参照

ください。 

 

 

 

 



 

2. Chain Base Pte. Ltd.の概要 

（１）名称 Chain Base Pte. Ltd. 

（２）所在地 10 ANSON ROAD #18-03 INTERNATIONAL PLAZA SINGAPORE 079903 

（３）代表者の役職・氏名 CEO Masafumi Shimizu 

（４）事業内容 ソフトウェア開発、NEVULAプロジェクトの運営等 

CB社は、平成 30年 8月 13日付「Chain Base Pte. Ltd.との業務提携に関するお知らせ」にて公表させて

いただいた業務提携先であり、本基本合意は、NVLPJ を通じてカジノ用ゲーミングマシンを購入していた

だいくこと、ピクセルカジノプラットフォームへのプラットフォーム利用者として参画していただくこと

に関することとなります。 

 

3. 今後の見通し 

本基本合意による当期の連結業績に与える影響は軽微であります。しかしながら、本件取組が今後の

当社グループの業績を中長期的に拡大させ、企業価値の向上に資するものであると想定しております。

今後、業績への影響が重要なものとなる場合には、適正かつ合理的な数値の算出が可能になりました段

階で公表いたします。 

 

（注意）本件リリースは、当社グループの取組に関するお知らせとなり、NEVULAプロジェクト又はNEVULA

トークンの広告、宣伝、勧誘、斡旋、その他それらに類する行為又は資金決済法において規制される行

為を行うものではございません。 

 

以上 


